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第１章　財産分与をめぐる問題
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〔１〕　抵当権付き不動産の名義変更にお

ける弁護過誤リスクと実務対応
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第４　対象財産確定基準日をめぐる時間的

調整
〔９〕　支給未確定の役員退職慰労金・早

期退職割増金等に対する「蓋然性」
の判断

〔10〕　婚姻前に購入した住宅ローン付き
不動産（特有部分）の全体共有化
の可否

〔11〕　基準日以降の家賃収入（不動産収
入）の配分ルール

〔12〕　起業初期（債務超過等）における
基準日の認定と全体通算の可否

第５　債務超過・通算処理における財産
分与の計算手法

〔13〕　価値配分説に基づく債務（住宅オー
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第６　適正価値を導き出す対象財産の評価
〔14〕　都心のタワーマンションと郊外一軒
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の妥当性）
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財産分与請求の可否
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〔20〕　債務不履行を理由とする財産分与
契約の解除の可否

第２章　婚姻費用・養育費をめぐる
                   問題
○概　説
第１　算定の前提となる収入認定
〔21〕　奨学金の受給が標準算定方式（権

利者の収入認定）に与える影響
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無償化による給付金の収入認定の
可否

〔23〕　障害年金の「所得」算入の可否と
他の年金との差異

〔24〕　義務者所得不明時の賃金センサス
の選択基準

第２　標準算定方式の適用範囲内外での
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〔25〕　算定表の上限を超える高額所得者

の婚姻費用算出方法
〔26〕　合意後の収入増減による変更の許

容性
〔27〕　共同親権・共同監護（主たる監護

者あり）における養育費の月割り・
日割り計算

〔28〕　有責配偶者からの婚姻費用請求に
おける養育費相当額の算出

〔29〕　自営業者の所得計算における「減
価償却費」の持戻しの可否

〔30〕　義務者の「自己決定権（転職等に
よる減収）」を理由とする減額請求
の許容性

〔31〕　義務者による住居費（ローン・賃料）
負担がある場合の減額調整

第３　算定表の枠を超える加算請求
〔32〕　DV・モラハラ避難時における住居

費加算請求の可否
〔33〕　私立学校等の高額な教育費の分担

請求の可否
〔34〕　通学費・学習塾代・お稽古代等の

教育関連費の加算可否
〔35〕　算定表を超える教育費の折半ルー

ルと計算方法
第４　家族法改正後の養育費
〔36〕　法定養育費と形成養育費の調整
〔37〕　養育費の先取特権行使要件と「担

保権の存在を証する文書」
第５　事情変更による合意の修正と既払金

の返還
〔38〕　嫡出否認の訴え認容時における養

育費の返還請求の可否
〔39〕　法定養育費減免後における既払分
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の返還請求の可否
〔40〕　婚姻費用の合意の無効確認と家庭

裁判所による適正額判断

第３章　慰謝料をめぐる問題
○概　説
第１　慰謝料請求における破綻認定と証拠

収集の適法性
〔41〕　婚姻関係破綻の抗弁と主観的認識

の限界
〔42〕　婚姻関係の存在・破綻に関する不

貞相手の賠償責任
〔43〕　盗聴・不正アクセス・GPS 等で取

得した証拠の証拠能力
〔44〕　自白書面のみによる不貞認定の可

否と立証のハードル
第２　慰謝料額を左右する考慮事情
〔45〕　不貞慰謝料における「考慮事情（孤

独感喪失感の増長等）」の実務的影
響と増額

〔46〕　不貞相手と配偶者との賠償額の差異
〔47〕　興信所の調査費用等の相手方への

請求可否
〔48〕　風俗利用を理由とする慰謝料請求

の可否
第３　家族関係における精神的苦痛
〔49〕　DV・モラハラと「夫婦喧嘩（喧嘩

両成敗）」の境界線
〔50〕　暴力行為による慰謝料と不貞慰謝料

の差異
〔51〕　DV支援措置の「不当利用」を理由

とする損害賠償請求の可否
〔52〕　父母相互の人格尊重・協力義務と

「子連れ別居」の違法性の境界線
〔53〕　親子交流（面会交流）拒否を理由

とする損害賠償請求の可否
第４　慰謝料請求における当事者性
〔54〕　不貞相手に対する離婚自体慰謝料

の請求可否
〔55〕　LGBTQ（同性カップル）当事者の

貞操義務と慰謝料請求
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〔17〕 LGBTQ（同性カップル）における財産分与請求の可否

CASE
女性Ａは女性Ｂと恋愛関係になり、同棲生活を開始

した。二人とも同棲生活開始時は預金等の資産はほと

んどなかったが、Ｂが働きＡが家庭を支え、別居時にはＢ名義の預金

が1,000万円になった。同棲関係解消に当たり、ＡはＢに500万円の財

産を分与するよう求めたが、Ｂは支払を拒否したので、Ａは、家庭裁

判所に財産分与の申立てをした。

ＰＯＩＮＴ

財産分与に関する家裁の審判の持つ形成力は、異性婚の場合

に限定されるか、同性婚の場合も可能かについては、明確な結

論が出ていない。

解 説

１ 準婚理論について

婚姻の届出をしていない男女間でも、社会的に見て婚姻としての実

体があり（客観的要件）、主観的に見て社会的に婚姻と同視できる関係

を結ぶ意思がある場合（主観的要件）は、婚姻に準ずる関係がありま

す（最判昭33・４・11民集12・５・789）から、民法の夫婦に関する規定は、

その性質に反しない限り、類推適用されます（準婚理論）。したがって、

内縁の夫婦にも、同居、扶助義務（民752）、婚姻費用分担義務（民760）、

日常家事債務の連帯責任（民761）、貞操義務（民770①）、未成年の子の監

護義務（民820）等の諸規定は、全て類推適用されます。内縁関係に家

族法の諸規定が類推適用される以上、財産分与の規定（民768）も類推

適用されます（広島高決昭38・６・19高民16・４・265）。例えば、名古屋家
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〔27〕 共同親権・共同監護（主たる監護者あり）における養

育費の月割り・日割り計算

CASE
母Ａの基礎年収は100万円であり、父Ｂの基礎年収

は300万円である。３歳の子どもＣがいる。離婚に当

たり以下のとおり合意した。

(１) 奇数月はＡが監護し、偶数月はＢが監護する。

(２) 月曜日から金曜日の午後５時まではＡが監護し、金曜日の午

後５時から日曜日の午後５時まではＢが監護する。

(１)(２)の場合、ＡのＢに対する養育費請求額はいくらか。

ＰＯＩＮＴ

完全に平等な共同監護の場合、それぞれの相手方に対する養

育費を算出し、その差額をＡの養育費とするが、Ａが主たる監

護者の場合は、月割り・日割り計算だけでは、養育費相当額は

算出できない。

解 説

１ 改正民法の影響

(１) 共同親権と養育費

令和６年改正民法では、離婚後の共同親権が認められました（民824

の２）。しかし、離婚後共同親権になったとしても、それは「親権」だ

けの問題で「監護」の問題ではありませんから、親権が単独か共同か

で婚姻費用や養育費に影響を与えることはありません。

(２) 監護の分掌と婚姻費用・養育費

改正民法では、離婚をするときは、監護者を指定するほか、監護の

第２章 婚姻費用・養育費をめぐる問題160
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第４ 家族法改正後の養育費

〔36〕 法定養育費と形成養育費の調整

CASE
妻Ａ・夫Ｂの①離婚日が令和８年７月１日、②子ど

もＣの養育費調停申立日が令和９年７月１日、③養育

費調停成立日が令和10年７月１日。標準算定方式で計算した養育費は

月10万円であり、法定養育費・形成養育費、いずれも未回収の場合、

養育費の調停条項はどうするか。

ＰＯＩＮＴ

養育費の発生期間は、①法定養育費のみの発生期間、②法定

養育費と形成養育費が重複して発生する期間、③形成養育費の

みの発生期間の三つに分かれる。①は２万円と法定され、②③

は標準算定方式による。

①の期間は、権利者が予告なしに、突然、義務者の給与差押

えができるから、義務者は、とりあえずは離婚時から２万円の

割合で送金しておいた方がよい。

解 説

１ 二つの養育費

令和６年民法改正により、養育費を定めず離婚したときは、離婚時

から子どもを監護している者は、離婚時から当然に毎月２万円の養育

費請求権を取得します。これを法定養育費といいます。これに対し、

従来の養育費のように、当事者で合意し、あるいは調停・審判等で決

第２章 婚姻費用・養育費をめぐる問題 207
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②の期間（令和９年７月１日〜同10年６月30日）は、法定養育費の

期間と形成養育費の期間が重複しますが、標準算定方式で養育費を算

出し、このうち、２万円が法定養育費と考えることになります。

CASEでは１か月10万円となっていますが、この10万円は法定養育費

の２万円と形成養育費の８万円で構成されていると考えます。ただ、

調停条項では分けて記載する必要はなく、まとめて10万円 × 12か月

＝ 120万円が未払金となります。

③の期間（令和10年７月１日〜）は形成養育費のみの期間であり、

今後、毎月末日限り、金10万円を支払うことになります。

(２) 参考条項

これを調停条項化すると以下のとおりです。

【条項例】

１ 相手方は申立人に対し、長男Ｃ（生年月日）の養育費として、月額

金10万円を令和10年７月１日から同人が満20歳に達する日の属する月

まで、毎月、末日限り、下記口座に振込送金して支払う（注：上記(１)

③の期間に対応）。振込費用は、相手方の負担とする。

記

銀行名 ○○銀行○○支店 種類 普通 口座番号 1234567

口座名 Ａ

２ 相手方は申立人に対し、離婚日である令和８年７月１日から同９年

６月末日までの未払の法定養育費（注：上記(１)①の期間に対応）と

して金24万円、令和９年７月１日から同10年６月末日までの未払の養

育費（注：上記(１)②の期間に対応）として金120万円、合計金144万

円の支払義務があることを認め、これを令和10年６月末日限り、前項

記載の口座に振込送金して支払う。振込費用は、相手方の負担とする。

３ 当事者は、本調停条項に定めるもののほか、前項記載の子の法定養

育費に関し、相手方の申立人に対する支払義務が存しないことを確認

する。
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〔42〕 婚姻関係の存在・破綻に関する不貞相手の賠償責任

CASE
(１) 夫Ｂは、妻Ａがいることを秘してＣと不貞を

した。

(２) 夫Ｂは、妻Ａとは家庭内別居状態であると嘘を言いＣと不貞

をした。

(１)(２)の場合、ＣはＡに対し、不貞を理由として賠償責任を負う

か。

ＰＯＩＮＴ

婚姻関係の「存在」についての過失は、ほとんど認定されな

いが、逆に婚姻関係の「破綻」についての過失は、おおむね認

定される傾向にあった。しかし、最高裁の判例により、今後は、

過失認定のハードルが高くなることが予想される。

解 説

１ 二つの過失

不貞の相手方が、①不貞配偶者が既婚者であることを知らなかった

とき、②既婚者であるが婚姻関係が破綻していると思っていたとき、

その点について、過失があれば、不貞相手方は賠償責任を負います。

この二つの過失は、裁判実務で、どの程度認定されているのでしょ

うか。また、どのような場合に認定されるのでしょうか。

２ 統計から見る両者の違い

東京地裁において平成27年10月から同28年９月までの期間の婚姻関

係の「存在」について故意過失が争われた事例15件中、過失を認定し
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場合、従来の基準では、Ｃは安易にＢの発言を信じたことに過失があ

り賠償責任を負いますが、諸事情によっては過失なしという場合もあ

り得るでしょう。

MEMO

被告の「破綻していたと思い込んでいた」という抗弁に対し、裁判所

は、容易に過失を認定してきました。しかし、最高裁令和８年６月５日

判決により、簡単に過失は認定されなくなりました。今後の実務に重大

な影響を与える判決ですが、問題はその認定基準です。現時点では、①

離婚届を示された、②家計分離やプライバシー尊重のメールを見せられ

たという二点に匹敵する事実があれば、過失の認定は厳しくなるとはい

えますが、一般的な認定基準が不明で、今後の判例の集積が待たれます。
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